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1)調査対象団体（n=250） 

 都道府県、政令市、中核市及び東日本大震災
財政援助法特定被災地方公共団体 

2)調査方法 

 自由回答形式の調査票にて実施 

3)調査期間 

 ９月上旬から下旬 

4)調査内容  

 災害対策基本法等の災害対策法制に関して
検討を要する点について（既存の法律、条文が
ない事項も含む） 
※各都道府県・政令市の防災危機管理部局長あてに照会し
たもの（調査期間が短かったこともあり、基本的には実務担当
者の意見が中心となっており、必ずしも首長まで了解をとった
ものではないものと思われる。） 

1.調査概要   
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注）「東日本大震災財政援助法特定被災地方公共
団体」の数には、東日本大震災に対処するための特
別の財政援助及び助成に関する法律第２条第２項
で規定する特定被災地方公共団体のうち政令市及
び中核市を除いた数を記載している。 
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1)全体概要 

 全体で３３団体から１０９項目にわたる意見が出された。その
うち、災害対策基本法関係が４７％、災害救助法関係が２０％、
被災者生活再建支援法関係が４％、その他が２９％という割合
となっている。 
 
2)法令別概要 

 回答した３３団体について、どの法令に意見を提出したかをみ
ると、 
○災害対策基本法（２２団体） 
 ・自助、公助について 
 ・地方公共団体間の応援について、など 
○災害救助法（１５団体） 
 ・救助に要する経費について 
 ・他法との関係について、など 
○被災者生活再建支援法（５団体） 
 ・対象世帯について、など 
となっている。                 

2.アンケート結果  
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1)災害対策基本法関係（その１） 

3.主な意見（法令別） 

自助、公助について 

（７条、８条１３号・１４
号、６５条、８４条関係） 

・自助、公助の規定を充実すべき 
・ボランティアの位置づけを盛り込むべき 

・自主防災組織の活動に係る損害補償について規定す
べき      

等（６団体） 

地方公共団体間の応援
について 

（３～５条、３０条、６７・６
８条、９２～９５条関係） 

・全国的な応援体制を整備すべき 

・都道府県と当該都道府県内の市町村が同一の被災地に対し
て集中的に応援するような仕組みを構築すべき 
・自治体間で広域的連携等が主体的に行えるようにすべき 
・応援団体に直接国が財政措置をすべき      等（１３団体） 

避難勧告・指示について 

（６０条関係） 
・「避難指示」を「避難命令」と改めるべき    等（３団体） 
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1)災害対策基本法関係（その２） 

3.主な意見（法令別） 

防災会議について 
（１４条、１６条関係） 

・地方防災会議の権限を災害対策本部に移すべき 
等（２団体） 

緊急車両の証明について 
（７６条関係） 

・確認手続きの簡素化を図るべき       等（３団体） 

復興について 
（８条３項関係） 

・復興に対する取組及び相互協力の規定を設けるべき                       
                           等（３団体） 

その他 ・民間医師の派遣及び活動中の負傷等があった場合
の補償規定を設けるべき 
・地震保険加入促進に関する規定を設けるべき     

等 

地方公共団体アンケート結果について 

４ 



 

 

２）災害救助法関係 

3.主な意見（法令別） 

救助に要する
経費について 

・大災害時には、必要となる経費は全額国庫負担とすべき            
（２団体） 

応援について ・市町村間の相互応援について規定すべき 
・救助費用について応援した団体に直接国が国庫措置すべき  

（４団体） 

被災者生活再建
法等他法との関
係について 

・被災者生活再建法又は災対法との一体化を図るべき       
（２団体） 

その他 ・法第３１条に基づく厚生労働大臣の指示権を活用すべき 
・適用基準の見直しを行うべき 

・帰宅困難者のための一時収容施設を法第２３条に定める「収
容施設」に加えるべき                        等 
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３）被災者生活再建支援法関係 

3.主な意見（法令別） 

経費負担について ・国の全額負担とすべき               

対象世帯について ・半壊や液状化の被害を受けた世帯など対象世帯を拡  
大すべき                        （２団体） 
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４)その他 

3.主な意見（法令別） 

り災証明事務について ・法律に位置付けるべき                （４団体） 

災害弔慰金の支給等に
関する法律について 

・生活維持の状況による区別をなくすべき     等（３団体） 

気象業務法について ・気象警報等について気象庁から直接市町村に伝えるよ
うにすべき                        等（３団体） 

原子力災害対策特別
措置法について 

・県外での大規模原子力災害に対する対応等根本的に 
見直すべき                       等（２団体） 

石油コンビナート等災
害防止法について 

 

・特定防災施設にはタンクからの油流出を防止するため 
の防止堤が含まれているが、防潮堤も含めるべきではな 
いか                           等（２団体） 

ほか 
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・土砂災害法、水防法等 
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